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期待の内容

現状からの外挿ではなく、将来のあるべきエネ
ルギー需給構造（ビジョン）を見据えてほしい。

ビジョンを達成するための重要な技術領域を提
示してほしい。

重要な技術領域について、まずは学内研究者か
らなる実行力のあるクラスタを形成し、ロードマッ
プを示してほしい。

ロードマップにしたがい、技術の成熟度に応じ
て産業界等との連携を実現してほしい。
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石油の究極可採埋蔵量（小川東洋大教授の纏めを参考にした）

1940年代は約6000万バレル、1950～1990年代は約1.7兆バレルであった。

究極可採埋蔵量は、石油価格に依存する。 2000年代に入って、石油価格の不連続
な高騰は少なくとも2030年頃までは起こらないとの見方が強くなった。例えば、国際エネ
ルギー機関IEAは、2000年までは資源制約による非連続な価格高騰が2020年までに起
こるとしていた。しかし、2002年の見通しでは20＄/Ｂ代前半の価格が2020年まで続き、
その後2030年までに29＄/Ｂに緩やかに上昇する見方に変更した。

在来石油の供給コストは、中東原油で約４＄/Ｂ、国際メジャーで６～11＄/Ｂである。

上記のように価格が上昇すれば究極可採埋蔵量も増えることになる。因みに、米国地質
調査所は、1984～1994年の世界石油会議で約1.7兆バレルから2.3兆バレルに上方修正
し、2000年の世界石油会議では「埋蔵量の成長」という概念を用いて3.3兆バレルまで上
方修正した。

カナダのオイルサンド、ベネゼエラのオリマルジョンなどの非在来石油資源の中にも
20＄/Ｂ以下の価格のものが出てきており、 20＄/Ｂ以下の供給コストを前提とすると、非

在来石油資源を含めて究極可採埋蔵量は４兆バレルとも言われている。究極可採埋蔵
量約3.3兆バレルを2030年の予想石油需要約400億バレルで単純に割ると80年程度とな
り、石油資源については楽観論が支配的となっている。

石油楽観論
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ビジョン牽引型エネルギー供給・利用技術開発プログラム
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２０３０年の持つ意味

 現在、世界の１／４（米国と同じ程度）であるアジアの一次エネルギー消費
が、北米を抜き世界の１／３程度を越えて急増し、二酸化炭素排出について
アジアに、より厳しい目が注がれるようになることが予測される。
⇒ 早期に、エネルギー有効利用率と非化石資源利用率とを高めて、二酸化
炭素排出量を抑制しておく必要がある。

 ２０３０年前後に原油産出量がピークを迎え、石油枯渇へのカウントダウン
が始まり、アジアにおいて化石資源の輸入競争が始まる可能性が高い。
⇒ 早期に、エネルギー有効利用率と非化石資源利用率とに加えてエネル
ギー資源自給率をも高めておく必要がある。特に、海外再生可能エネルギー
を利用せざるを得ない我が国としては、バイオマスプランテーションなどへの
土地利用権の奪い合いが始まる可能性も考慮しておく必要がある。

 ２０３０年頃から我が国の軽水炉のリプレースが始まる。
⇒ 核燃料自体が世界的に見ても豊富な資源ではないことを考えると、核燃
料を有効利用できる次世代原子炉の開発を急ぐ必要がある。

なぜ2030年か
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自給率向上
２０％ ⇒５０％

非化石資源利用率向上
１９％ ⇒５０％

有効利用率向上
３５％⇒５０％

有効利用率の向上
⇒エネルギー供給低減
⇒化石資源依存率低下

化石資源依存率低下
⇒自給率向上

超高効率エネルギー
変換・貯蔵・利用技術

再生可能エネル
ギー利用技術

エネルギーコスト削減・持続型エネルギー技術による産業競争力向上

二酸化炭素排出の大幅削減
二酸化炭素分離・回収・隔離技術

エネルギー担体有効利用技術
二酸化炭素分離・回収・隔離技術

ｴﾈﾙｷﾞｰｾｷｭﾘﾃｨ向上

TRIPLE 50
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原子力113

石油，石
炭，天然ｶﾞ
ｽ 204
 65

供給 428

新ｴﾈ 72
水･地 21

産業 179

民生 87

運輸 59

消費 325

便益 212

輸入再生 18

原子力 90

石油 233

石炭 106

天然ガス
131

供給 607
新ｴﾈ 26

水･地 21

産業 188

民生 136

運輸 101

消費 425

便益 212

Triple 50

総合資源エ
ネルギー調
査会

TRIPLE 50



① 2030年までに、更に少なくとも30％の効率改善を目指す。

② 2030年までに、石油依存度について40％以下の水準を目
指す（2003年で47％）。

③ 2030年までに、運輸部門における石油依存度を80％程度
とすることを目指す（2000年度で98％）。

④ 2030年以降においても、発電年力量に占める原子力発電
の比率を30～40％程度以上にすることを目指す（2004年度で
29％）。FBRは2050年までに商用炉の開発

⑤ 2030年までに、自主開発比率（我が国原油総輸入量に占
める我が国権益下にある原油取引量の占める割合）を40％程
度まで拡大することを目指す（2006年度で15％）。
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新国家エネルギー戦略（2006.5、経済産業省）
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① 人口の安定化



電気事業（７％）[有効率３７％］

産業（０％）［有効率５９％］
運輸（１６％）

[有効率２４％］

民生（家庭）

民生（業務）

工業プロセス
（石灰石）

廃棄物 その他

（１６％）
［有効率６５％］

（ ）内の数字は1990～1995年度の間の伸び率
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分野別エネルギー有効利用率

運輸部門の有効利用率が極めて低い。車両自体の効率は国際競争力を有しているが、
運転モード（渋滞、物流）改善技術（ITS）が必要である。

民生部門は、電力利用が多い割に有効利用率が低い。家庭部門は、我が国では給湯35

％、照明・動力35％、暖房28％（冷房２％）であり高効率給湯・照明・ディスプレイ・ヒートポン
プなどが重要である。

② 利用効率の飛躍的向上
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有効利用率５０％への鍵技術①
集中型発電所効率の飛躍的向上

（最終需要削減ポテンシャルとしては算入せず）
（平均効率37％→45％）

最新鋭発電所効率を６０％以上へ
軽水炉のリパワリング

燃料電池トッピング・三段複合サイクル

② エネルギー転換効率化クラスタ

・クリーンコール
テクノロジー

・燃料改質、スタック
等設計、白金触媒まで
の燃料電池諸課題
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② ビークル効率化クラスタ

有効利用率５０％への鍵技術②
自動車実走行効率の飛躍的向上（18％から30％以上へ）

［（）内の数字は削減ポテンシャル］

ハイブリッド自動車（30Mtoe）
電池等の電力貯蔵技術・エネルギー回生技術

ITS（Intelligent Transport System)(10Mtoe)
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有効利用率５０％への鍵技術③
民生における有効利用率６５％から７０％以上に

［以下の（）の数字は削減ポテンシャル]

高性能ヒートポンプ技術（20Mtoe）、低消費電力化(10Mtoe)
超断熱住宅技術(8Mtoe）、EMS（Energy Management System) & BEM(6Mtoe)

吸収式冷凍機（ピークカット対策）をターボ式冷凍機に変更
蓄エネルギー（二次電池、キャパシタ、蓄熱）技術

② 民生省エネクラスタ
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有効利用率５０％への鍵技術④
産業における有効利用率を５９％から７０％台へ
［以下の（）内の数字は削減ポテンシャル］

鉄鋼業における廃棄物利用など（8Mtoe）
（その他、高効率電気炉技術や薄板直接製板技術）

産業分野における ヒートカスケーディングやコプロダクションシステムの導入
（8Mtoe）

② 産業利用効率化クラスタ



宇宙区間へ反射
(54,000)

⇒ ②バイオマス

地表放射
(82,000)

太陽光(178,000TW)

気化熱(40,000)
⑦水力

気流等
運動エネルギー

(350)
⑥風力・波浪

潮汐力(3TW)
⑧潮汐

月

⑤地熱
③太陽光
④太陽熱⑨原子力

⑩宇宙太陽光発電
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③ 再生可能エネルギー直接利用クラスタ

分散電源と系統安定性
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バイオエタノールとバイオ燃料・水素対応エンジン

酵母

トウモロコシを原料とする場合、１ℓのエタノールを
製造するのには、製造プロセスだけで発熱量（約
5000kcal）の４５％ほどの熱エネルギーが必要である。

原料の収集、製造エタノールの輸送（水と混ざるた
めパイプライン輸送が困難）などにおける所要エネル
ギーを考えると、正味のエネルギー製造が十分にある
のかの検討が必要である。

サトウキビを原料とする場合、糖化プロセスが不要となり、正味のエネルギー製造（所要エネルギーの３．７倍
程度）が可能となる。

しかし、サトウキビが製造できる気候環境は限定されている。

例えばトウモロコシを原料とする場合でも、食
料にならないセルロースに固定されている糖とリ
グニンとを分離すれば、糖からエタノールと燃料物
質リグニンとが同時製造でき、食料にも影響は少
ない。セルロースエタノールは、バイオマス全体を
資源化でき、バイオエタノールの本命である。

糖とリグニンとを分離する酵素が重要である。

上田建仁、エネルギー総合工学、Vol.29、No.4(2007）より

③ 再生可能エネルギー起源燃料クラスタ
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1000

：エネルギー作物賦存量(原油換算
百万kl)

49%

34%

17%

ディーゼル代替燃料

アルコール

メタノール、 DME等

輸入ｼﾅﾘｵ(1800万kl)

③ 再生可能エネルギーネットワーククラスタ


